
一般会計予算額は、

　216億3,170万9千円

用
語
説
明

自
主
財
源

　

�

国
や
県
に
依
存
せ
ず
、
町
が
自
由
に

集
め
て
使
用
で
き
る
財
源（
収
入
）。

依
存
財
源

　

�

国
や
県
の
基
準
に
基
づ
き
交
付
ま
た

は
割
り
当
て
ら
れ
る
、
町
独
自
で
収

入
額
を
決
め
ら
れ
な
い
財
源（
収
入
）。

繰
入
金

　

�

基
金（
町
の
貯
金
）や
特
別
会
計
な
ど

か
ら
繰
り
入
れ
ら
れ
た
お
金
。

分
担
金

　

�

公
的
施
設
の
開
発
資
金
と
し
て
、
受

益
者
に
負
担
し
て
も
ら
う
負
担
金
。

地
方
交
付
税

　

�

自
治
体
が
等
し
く
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
で
き
る
よ
う
、
一
定
の
基
準
に

よ
り
国
か
ら
配
分
さ
れ
た
お
金
。

町
債

　

�

町
が
行
う
公
共
事
業
な
ど
の
財
源
と

し
て
、
国
や
金
融
機
関
か
ら
借
り
た

お
金
。

地
方
消
費
税
交
付
金

　

�

県
が
徴
収
し
た
地
方
消
費
税
の
２
分

の
１
の
額
を
県
内
の
市
町
村
に
配
分

す
る
も
の
。 

地
方
譲
与
税

　

�

国
税
を
客
観
的
な
基
準
に
よ
っ
て
地

方
公
共
団
体
に
譲
与
す
る
も
の
。

民
生
費

　

�

高
齢
者
や
障
が
い
者
、
子
ど
も
の
福

祉
に
使
わ
れ
る
お
金
。

土
木
費

　

�

道
路
、
橋
、
公
園
、
宅
地
の
整
備
や

歳
入

　

町
が
独
自
に
調
達
で
き
る
自
主
財
源
の

割
合
は
38
・
５
％
で
、
昨
年
度
か
ら
４
・

７
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
ま
し
た
。

　

主
な
内
訳
を
み
る
と
、
町
税
が
固
定
資

産
税（
19
億
１
，
９
６
７
万
２
千
円
）、
町

民
税（
14
億
４
，
２
３
８
万
４
千
円
）な
ど
、

合
計
36
億
７
，
１
７
１
万
２
千
円
で
全
体

の
17
・
０
％
、
前
年
度
比
で
０
・
４
ポ
イ

ン
ト
、
額
に
し
て
１
億
５
，
９
７
３
万
２

千
円
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
依
存
財
源
の
割
合
は
61
・
５
％

と
な
っ
て
お
り
、
主
な
内
訳
は
、
地
方
交

付
税
が
41
億
２
，
７
０
７
万
６
千
円
で
全

体
の
19
・
１
％
、
前
年
度
比
で
０
・
２
ポ

イ
ン
ト
減
少
し
ま
し
た
が
、
額
は
４
，
１

５
６
万
２
千
円
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

次
い
で
、
町
債
が
複
合
施
設
災
害
復
旧

事
業
債（
17
億
８
，
２
５
０
万
円
）、
町
道

整
備
事
業
債（
２
億
５
，
０
１
０
万
円
）な

ど
、
合
計
36
億
５
，
６
３
０
万
円
で
16
・

９
％（
前
年
度
比
３
・
６
ポ
イ
ン
ト
減
）、

国
庫
支
出
金
が
子
ど
も
の
た
め
の
教
育
・

保
育
給
付
交
付
金（
５
億
９
，
９
２
９
万
４

千
円
）、
災
害
公
営
住
宅
家
賃
低
廉
化
事
業

補
助
金（
３
億
９
，
０
７
９
万
５
千
円
）な

ど
、
合
計
31
億
９
，
０
０
５
万
６
千
円
で

14
・
８
％（
前
年
度
比
１
・
９
ポ
イ
ン
ト

減
）と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
出

　

主
な
内
訳
は
、
民
生
費
が
私
立
保
育
所

等
運
営
給
付
費（
11
億
７
，
６
７
０
万
８
千

円
）、
児
童
手
当（
６
億
４
，
１
３
４
万
円
）

歳入 自主財源の割合が 33.8％→ 38.5％に

（前年度比 2.1％増）
※�昨年度は町長選挙に伴う骨格予算
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